
　　　　　　　主　　　文
１　被告らは，原告に対して，連帯して４５０万円及びこれに対する被告学校法人
東京女子醫科大学については平成１２年１２月３０日から支払済みまで，被告ａに
ついては同月３１日から各支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
２　原告のその余の請求は，いずれも棄却する。
３　訴訟費用については，原告及び被告学校法人東京女子醫科大学に生じた費用の
各４０分の１を被告学校法人東京女子醫科大学の負担とし，原告及び被告ａに生じ
た費用の各６分の１を被告ａの負担とし，その余の費用全部を原告の負担とする。
４　この判決は，第１項に限り仮に執行することができる。
　　　　　　　事実及び理由
第１　請求
１　被告学校法人東京女子醫科大学（以下「被告大学」という。）は，原告に対
し，１億９７１６万円及びこれに対する平成１２年１２月３０日から支払済みまで
年５分の割合による金員を支払え。
２　被告ａは，原告に対し，３０００万円及びこれに対する平成１２年１２月３１
日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
第２　事案の概要
　本件は，２５年間にわたって被告大学の助教授であった原告が，被告らに対し
て，被告大学の歴代の主任教授ら（被告ａは平成１０年以降の主任教授）による退
職強要行為により退職を余儀なくされて損害を受けたと主張して，債務不履行又は
不法行為に基づく損害賠償請求（及び訴状送達後の遅延損害金。なお，被告ａに対
する請求とその請求額の限度の被告大学に対する請求とは，連帯債務の関係に立
つ。）を，被告大学に対して，不当な差別意思により教授昇格を違法に阻んだと主
張して，不法行為又は債務不履行に基づく損害賠償請求（及び訴状送達後の遅延損
害金）をしている事案である。
１　争いのない事実
（１）　原告（昭和１６年９月２２日生）は，昭和４２年３月東京大学医学部医学
科を卒業，同年４月医師免許取得後，東京大学医学部脳神経外科に入局した。原告
は，昭和５０年２月，被告大学に脳神経外科講師として採用され，同年４月，脳神
経外科の助教授となり，平成１２年５月３１日，助教授のまま，被告大学を退職し
た。
　被告大学は，明治３３年に設立され，昭和２６年に認可を受けて学校法人となっ
た。東京都新宿区＜以下略＞に医学部医学科を設置している他，同所に東京女子医
科大学病院（以下「大学病院」という。）を開設，設置し，東京都荒川区には，神
経精神科等の医療を行う被告大学附属第二病院（以下「第二病院」という。）を設
置している。
　被告ａは，平成１０年６月，鳥取大学医学部教授から被告大学脳神経外科主任教
授となり，現在に至っている。
（２）　原告は，被告大学に在勤中，被告大学において脳神経科学に関する研究を
し，被告大学医学部医学科の学生及び看護短期大学看護学部の学生らに対して脳神
経学全般に関する講義を行い，大学病院脳神経センターにおいて，医師として患者
の治療及び手術をしていた。
（３）　被告大学学則においては，教育及び研究のために必要な基本定員の教授，
助教授，講師及び助手を置くと規定し（４２条１項），基本定員の他に一定数の教
職員を置くことができる（同条２項）との定めがある。
　そして，被告大学の教職員組織に関する規程には，講座の教職員基本定員を主任
教授１名，助教授１名，講師１名，助手３名と定め（１条），この基本定員のほ
か，増員することができると規定し，脳神経外科のような臨床教室にあっては，入
院患者１００を越えるときは，２名ないし５名の教授を置くことができる旨規定す
る（２条２項）。
　被告大学の医学部教授会規程は，学長，各部長及び主任教授をもって主任教授会
を組織し（１０条１項），主任教授会においては，主任教授の選出及び教授の選出
を審議する（同条３項）と規定している。
　そして，被告大学の医学部教授会規程は，主任教授の選出については，主任教授
会において主任教授の互選により選考委員５名を選出し（当該講座の主任教授は，
選考委員にならない（８条）。），その委員会によって３名以内の候補者を選び，
学長，医学部長に報告した後，選考理由を付して主任教授会に提出し（６条），主
任教授会は，その候補者から，有効投票数の３分の２以上を得た者を当選とする



（１１条）との定めを置いている。
　また，主任教授以外の教授については，学長又は主任教授より教授の推薦があっ
たときは，主任教授会において主任教授の議決により決定する旨の規定がある（１
４条）。
　一方，被告大学の附属第二病院規程には，各診療科に部長をおき，本学教授をも
ってあてる旨規定し（５条），第二病院各診療科部長選出内規によれば，各診療科
部長の選出については，病院長（委員長），部長会議で選出された教授３名及び医
学部長指名の本学病院同系列診療科教授１名で構成する選考委員会を設置し，選考
委員会により選考された候補者が被告大学の教授でないときは，主任教授会の議決
を経て部長及び被告大学の教授に任命され，その候補者が被告大学の教授のとき
は，部長会議及び主任教授会の承認を経て部長に任命されるとの規定を置いてい
る。
（４）　昭和６３年３月，被告大学脳神経外科主任教授であったｂ教授が定年退任
後，脳神経外科の主任教授選考が実施された。原告は，その選考に応募した。主任
教授会の選考委員会は，ｃ東京大学医学部助教授を推薦したが，同氏は主任教授会
で否決されたため，ｄ教授（主任教授以外の教授）が脳神経外科の主任教授を代行
した。
　平成４年，脳神経外科の主任教授選考があった。学内，学外からの候補者を募
り，選考委員会は，当時東京大学脳神経外科教授のｅ，ｄ教授及び原告を推薦する
候補者として選出された。そして，主任教授会の投票の結果，同年５月，ｅ教授が
主任教授に就任した。
　平成８年，ｅ教授が被告大学学長に就任した際，被告大学附属第二病院の脳神経
外科教授のポストが空く見込みとなったので，ｅ学長は，原告に対し，そのポスト
に就任することを勧めたが，原告は来るべき主任教授選考に応募したいとしてそれ
を拒絶した。
　平成１０年のｅ学長の教授定年に伴う主任教授選考において，原告もその選考に
立候補したが，主任教授のための選考委員会による推薦を受けることができなかっ
た。主任教授会による選考の結果，鳥取大学教授の被告ａが主任教授に就任した。
　同年から平成１１年にかけて，第二病院脳神経外科部長の選考が行われ，原告も
応募したが，選考のための選考委員会において，原告は，候補者に選出されなかっ
た。
（５）　原告は，平成１２年４月３日，被告大学のｅ学長に対し，職場におけるハ
ラスメントを退職の理由として，同年５月３１日付けで退職する旨の退職届を提出
した。ｅ学長等は，原告を慰留したが，原告は，同日，被告大学を退職した。
２　争点及び当事者の主張
（１）　嫌がらせないし退職強要行為
（原告の主張）
ア　昭和６３年１月，被告大学のｂ主任教授は，原告のＮＨＫの番組出演を中止さ
せた。
イ　昭和６３年３月，被告大学脳神経外科のカンファレンスにおいて，ｂ教授は，
原告は被告大学から出て行けという趣旨の発言をした。
ウ　平成４年１０月，被告大学脳神経外科主任教授に就任したｅ教授は，原告を被
告大学病院脳神経センターの５階病棟の病棟医長職から外した。
エ　ｅ教授は，着任直後，原告が中心となった研究グループを解体した。
オ　平成７年１月，何者かにより原告担当の脳腫瘍の患者の手術が当日に中止扱い
となった。
カ　平成７年１０月，被告大学の原告あての郵便物が届かなかった。
キ　平成１０年の日本定位・機能神経外科学会の第２７回大会において，原告は会
長職から外され，ｅ教授が会長となった。
ク　ｅ教授就任直後及びその在任中，被告大学脳神経外科外来の患者待合室に掲示
されている外来担当医師一覧表示板から，原告の名札が取り去られた。
ケ　平成９年２月，ｅ教授は，来るべき脳神経外科主任教授選考の立候補を妨害す
る目的で，原告に対して第二病院の教授職になることを勧めた。
コ　平成９年１２月，被告の保管するパソコン用の印刷機にのりのようなものが入
れられ，使用不能になった。
サ　被告ａは，平成１０年１０月２２日の脳神経外科の職員会議において，翌年４
月にスタッフの大改造を計画しており，スタッフは定年まで留まる必要はなく，教
室の発展のために後進に道を譲るべきであるという内容の文書を配布した。この文



書の対象者は，原告であることが明らかだった。
シ　被告ａは，平成１０年１２月１５日，α記念館で行われた被告大学の大学病院
脳神経センター忘年会の際，研究，臨床の場で活躍していないお荷物的なスタッフ
は，死に体で残り生き恥をさらすよりも自分にふさわしい場を見つけて生きていく
方がよいという内容の文書を配布した。この文書の対象者は原告であることが明ら
かであった。被告ａは，忘年会の冒頭で，２０年以上も助教授をして教授にもなれ
ない人は一刻も早くやめてもらい，来年の忘年会には，そういう問題もきれいにし
たい旨を述べた。
ス　被告ａは，平成１０年１２月１７日，被告大学の脳神経センター医局室におけ
る職員会議において，原告を無能呼ばわりをし，早期の退職を求める発言をし，原
告の名誉を毀損して誹誇，侮辱をする発言をした。
　以上のサ～スの結果，被告大学の脳神経外科の職場において，原告と口をきく医
局員はいなくなり，いわば村八分状態となった。
セ　平成１１年４月，昭和５５年以来原告が兼務していた労働省東京労働基準局の
地方労災医員，労災保険診療費審査委員の公務の任期満了に伴う，被告大学宛の再
委嘱依頼に対し，被告大学は，正当な理由なく拒絶した。
ソ　平成１１年８月，被告ａは，原告が長年にわたり使用してきた脳神経外科医局
の助教授室を取り壊し，原告は脳波検査室内に急造された部屋で稼働せざるを得な
くさせた。
タ　平成１１年７月，原告が髄膜腫の患者の手術をしようとした際，午前９時開始
の手術が被告ａの意向により一方的に午後３時に変更され，その結果患者は食事を
とれないまま手術を受けることになった。
チ　原告は，平成１２年２月，第二病院脳神経外科部長選考に応募したが，被告大
学は，脳神経外科部長就任を不当に拒絶した。
ツ　被告ａは，平成１２年３月作成の被告大学脳神経外科の教育要綱から，原告に
対して何の説明もなく，了解を得ることなく，原告の名を削除し，２６年間にわた
って原告が行ってきた学生に講義をする機会を剥奪した。
テ　原告は，平成１２年４月３日，ｅ学長に対し，退職届を提出したが，これは，
被告大学及び被告ａによる継続的な退職強要による意に反した退職届の提出を強制
的にさせられたものである。
ト　被告ａは，自己による名誉毀損及び退職強要行為に対し，民法７０９条によ
り，被告大学は同法７１５条により，損害賠償責任を負う。
ナ　使用者は，労働者の個人の尊厳・人格を尊重し，これが侵害されないように努
め，その意に反して職場から離脱されないようにすべき注意義務がある。被告らに
よるア～ツの一連の行為は，原告の退職を強要する目的でなされたものであり，原
告と被告大学間の労働契約上の債務不履行（職場環境整備義務違反）又は不法行為
により，被告大学には原告に対し，損害賠償義務が存する。
（被告らの主張）
ア　被告らは，原告の主張をすべて争うが，本件口頭弁論期日において，原告の主
張する不法行為に基づく損害賠償請求権について，消滅時効を援用するとの意思表
示をした。
イ　原告の主張サについて。被告ａによる文書配布の趣旨は，研究費等の申請をす
る時期にあって，学会での発表もなく研究費の申請をしていないスタッフの反省を
促したもので，ことさらに原告を誹謗，中傷するものではない。
ウ　原告の主張シについて。被告ａによる文書配布の趣旨は，臨床，教育，研究と
いう大学病院における教職員の職責の自覚を図るため，スタッフの中でほとんど手
術をしない４名（原告を含む。）のスタッフの自覚を促すものであり，ことさらに
原告の名誉を毀損する趣旨のものではなかった。
エ　原告の主張スについて。職員会議において，被告ａが原告の説明の誤りを指摘
したところ，原告が反論して口論になり，その過程で原告が臨床，教育，研究のい
ずれにも活動が不十分であることを指摘したのであり，原告の主張は，その口論の
やりとりを自己に都合の良い部分のみを抜き出したものに過ぎない。
オ　原告の主張セについて。被告ａは，原告が助教授としての職責を果たしておら
ず，外部の公務に就任する時間があるなら，助教授の職責を全うすべきであるとの
考えから，再委嘱依頼を不許可とした。しかし，被告大学は，すぐにこれを撤回し
て再委嘱を許可し，原告は再委嘱された。
カ　原告の主張ソについて。脳神経外科に割り当てられた限られたスペースを教室
に所属する教職員全員が効率的に使用する目的で，平成１１年８月の医局会での合



議，決定に基づき脳神経外科の教室全体の改装をしたものであり，ことさらに原告
を不利に扱う意図のもとに行われたものではない。
キ　原告の主張ツについて。被告ａは，原告の作成する試験問題及びレジュメが不
適切であると判断し，平成１２年度の講義担当者から原告をはずさざるを得なくな
った。この機会に講義担当が外れたのは原告だけではない。また，平成１２年度に
おいて，原告は５コマの担当をはずされたが，被告ａの判断ではずしたのはそのう
ち３コマ分のみであり，残り２コマはｆ神経内科主任教授（被告大学の脳神経セン
ター長）の判断によるものである。
ク　原告の主張する職場環境調整が不十分であるとの主張について。平成７年１０
月の郵便物が抜き取られた件，平成９年１２月のプリンターののり付けの件は，原
告の指摘に基づき，ｅ教授が医局員を注意をした。これ以上の対策を立てることは
不可能である。また，平成１０年１２月１７日の職員会議時の口論について，ｅ学
長は，原告の指摘に基づき，ｆ教授とも相談して被告ａを注意した。原告の申告に
は，被害妄想的な思いこみがあり，被告ａとの関係も口論であるといわざるを得な
いから，被告大学としては，可能なことを行ったというべきである。
ケ　原告が退職届を提出したのは，自発的かつ任意なものである。平成１２年４月
３日，原告はｅ学長に対して退職届を提出したが，ｅ学長は，その日及びその後の
電話で，６０歳まで勤務すれば企業年金が支給されること，次の就職先が決まって
いても兼任も許容できると説明し慰留した。被告大学のｇ専務理事も慰留した他，
ｆ教授は，東京理科大学健康管理センター所長（教授）の推薦をし，被告大学の客
員教授として診療が続けられると説明して慰留を繰り返したが，原告は辞職の意思
が決まっているとして聞き入れなかったものである。
コ　使用者責任の成立には，被告大学が被告ａの業務執行に対し指揮監督する関係
が必要があるが，直接指揮監督を行う立場にはない。また，被告ａの行為につい
て，原告は，ｅ学長に被害を申告したものの，その内容には被害妄想的思い込みが
多く，被告ａの説明にも合理性があって，それ以上の調査もできなかった。前述の
被告大学の対応には問題がない。
（２）　教授昇格差別
（原告の主張）
ア　原告の教育能力，研究実績，診療能力，人間性及び社会性を評価すれば，原告
は被告大学の教職員昇格，採用準拠基準の教授の水準を越えるだけでなく，主任教
授及び主任教授以外の教授としての適格性がある。
イ　被告大学で３０歳代で助教授に就任した者は，途中に個別事情により病院の医
師となったわずかな例を除き，全員教授に昇格している。また，被告大学脳神経外
科のｈ教授及びｄ教授は，いずれも３０歳代で助教授に就任し，４６歳で教授に昇
格した。
　以上のように，被告大学においては，原告のように３０歳代で助教授に就任した
者は，４６歳前後で教授に昇格する取扱いがなされていた。被告大学と原告との間
には，その時点で原告を教授にすべき義務が存する。
ウ　被告大学には，少なくとも①昭和６３年４月，原告は４６歳となり，ｂ主任教
授は定年退職していたとき，②平成６年４月，ｅ教授により，名古屋市立大学の主
任教授に推薦されたとき，③平成９年４月，ｅ教授により，第二病院脳神経外科部
長（教授）になるように勧められたとき，④平成１２年４月，第二病院脳神経外科
部長の選考に応募したときには，原告に教授にすべき義務が存した。
エ　被告大学で定員が厳格に定められているのは主任教授のみであり，学内でかつ
て定員外教授と称せられていた教授がおり，主任教授以外の教授は適宜増減されて
いる。また，乙８によれば，被告大学の脳神経センターの教授の定員は５名である
と読みとることができ，主任教授以外の教授の現在員は５名に達していないから，
常時欠員があり，主任教授が原告を教授に推薦することは可能であった。そして，
主任教授が主任教授会に推薦をすれば，その者が教授になることについて，否決さ
れた例はない。したがって，原告が被告大学の教授（主任教授以外の教授）に就任
することは可能であった。
オ　被告大学に大学の自治があり，教授にすることが被告大学（ないし主任教授
会）の裁量に属することは争うものではない。
　しかし，原告のように，２５年間という異常な長期間，助教授に据え置いたこ
と，その動機がロッキード事件の際に社会正義の立場に立った原告を当時の主任教
授が嫌悪したことによることから考えて，被告大学の対応は，裁量権の範囲を逸脱
しており，大学の自治が認められる趣旨，目的に添わないものとして司法審査の対



象となる。
カ　原告の能力，業績に照らせば，原告が教授になり得る適格性があることは明ら
かであり，ｅ学長も認めるところである。平成９年～平成１０年の主任教授の選
考，平成１０年～平成１１年の第二病院の教授の選考とも，原告を不当に低く評価
した選考が行われたものである。
（被告大学の主張）
ア　被告大学は，原告の主張をすべて争うが，本件口頭弁論期日において，原告の
主張する不法行為に基づく損害賠償請求権について，消滅時効を援用するとの意思
表示をした。
イ　被告大学の脳神経外科の教授の定員は，主任教授１名，それ以外の教授１名で
あり，少なくとも平成９年以降は，ポストに欠員はなかった。
ウ　主任教授の選考，第二病院の教授の選考とも，いずれも独立した選定委員会に
よって，研究業績，臨床業績，教育能力及び社会性等の観点から高度な専門的見地
に基づいて選考したものである。このような選考委員会による選考手続は，高度の
裁量性が認められるべきものであり，大学の自治の保障の観点から許容される範囲
のものである。
（３）　損害
（原告の主張）
ア　教授昇格差別による差額賃金　５６２万２６００円
イ　教授昇格されなかったことに対する慰謝料　１０００万円
ウ　退職強要により受給できなかった企業年金　５５５５万９４００円
　被告大学は，新企業年金保険契約により，教職員が満６５歳の定年時から勤続２
５年以上の者は１０年間，退職時の基準給与の６５パーセント相当額の年金受給権
がある。原告は，満５８歳時である平成１２年５月に退職強要行為により退職を余
儀なくされたため，この年金受給権を失った。退職の強要がなかったとした場合の
ライプニッツ方式によって中間利息を控除した年金受給額の最大値は，上記金額で
ある。
エ　退職強要行為により失った退職金額　１７７９万２４３４円
　被告大学の職員定年退職金規程によれば，原告が平成１２年５月の退職強要行為
により退職を余儀なくされたため，定年時まで勤務したという仮定で計算した得べ
かりし退職金額の最大値は，上記金額である。
オ　退職強要行為により給与額　６５８０万５１００円
　被告大学の平成１２年度給与表によれば，原告が平成１２年５月の退職強要行為
により退職を余儀なくされたため，定年まで勤務したという仮定で計算した得べか
りし給与金額の最大値は額は，上記金額である。
カ　退職強要行為による慰謝料　３０００万円
キ　弁護士費用　１０００万円
（被告らの主張）
　原告の損害の主張は，すべて争う。
　新企業年金保険契約，職員定年退職金規程及び平成１２年度給与表の存在は認め
るが，債務不履行，不法行為との因果関係，損害の発生すべてを争う。
第３　判断
１　教授昇格差別の主張に関する認定事実
　証拠（甲４５，乙８，１４，２８，証人ｅ，同ｆ，原告本人）及び弁論の全趣旨
によれば，教授昇格差別に関連する事実として，次の事実を認定することができ
る。
（１）　被告大学の脳神経外科の講座の教職員の定員は，神経内科の講座及び神経
放射線科とともに脳神経センターとして定められており，その主任教授の定員は２
名であるが，臨床教室にあっては，２名ないし５名の教授を置くことができるとの
教職員組織に関する規程に従い，少なくとも昭和６３年以降，増員される教授の定
員は２名～５名と定められていた。
　そして，平成１２年４月段階の脳神経外科と神経内科の現在員は，いずれも主任
教授１名，教授１名，放射線科の現在員は教授１名の合計５名である。前記争いの
ない事実（４）記載のとおり，昭和６３年４月から平成４年４月までの間，脳神経
外科の主任教授が欠け，ｄ教授が主任教授代行となっていた時期は，脳神経外科の
教授は１名のみであった。また，昭和６２年以降平成６年５月１日までは，神経内
科は主任教授（又は主任教授代行）１名のみで構成されていた。以上から，平成６
年５月以降は，主任教授選考に係る短期間の例外を除き，脳神経センターの教授の



現在員は５名であった。
（２）　平成９年，ｅ教授は，被告大学の学長となり，脳神経センター所長を兼務
した。その際，ｅ教授は，脳神経センター所長に第二病院脳神経外科のｈ教授が就
任し，原告がｈ教授の後任になるという提案をｈ教授と原告に対してした。ｈ教授
は，これを受け入れたが，原告は，ｅ教授の後任となる脳神経外科の主任教授の選
考に応募するつもりなので，第二病院に行く意思はないとして，この提案を断っ
た。
（３）　平成９年１０月，ｅ教授の後任となる脳神経外科の主任教授選考のため
に，被告大学の主任教授会で互選された選考委員会は，全国公募を実施した。その
結果，最終的に，原告及び被告ａを含む５名が立候補した。選考委員会は，このう
ち３名を選考して主任教授会に推薦することとし，選考に当たっての評価法基準を
作成した。第１段階で研究業績，診療業績，教育業績及び社会的業績という４つの
観点から点数を定めて各候補者を評価し，第２段階で面接を実施してその評価を点
数化して第１段階の評価点数に加え，最終的に面接時の人物評価も加えて上位３名
を最終候補にすることを決定した。
　研究業績については，過去７年間（平成３年以降）の全発表論文と平成２年以前
の代表的論文５編のインパクト・ファクター（文献引用影響率，雑誌に掲載された
平均的な論文の引用頻度を測る指数。）の合計点をもとに点数評価をしたところ，
原告のインパクト・ファクターは，候補者５名中の最低であり，最低の評価点数で
あった。診療業績については，自己執刀の主要な外科手術としての開頭手術の過去
３年間の年間件数をはかったところ，原告の年間手術件数は４・６件で極端に少な
かった。そこで，選考委員のｆ教授の発案で，原告に関しては，それ以前の年の件
数も全部入れて平均値を出したが，それでも年間２９・３件であり，最低の評価点
しか得られなかった。第３の教育業績については，原告の教育経験年数は，当時２
２年間であり，候補者の中で一番長かったが，被告大学で重視していたチュートリ
アルに対する貢献度が低いという評価から，候補者中，他の候補と同点の２位の評
価点となった。社会的業績については，原告は，国際学会での招待講演があり，日
本医学会分科会での役員歴もあり，非常に著名であるため，他の候補者と同点なが
ら最高の評価を得た。以上の評価を点数化して比較したところ，原告は，５名の候
補者中４位の順位であった。
　次に，選考委員会は，平成１０年１月，候補者全員に対する面接を行った。候補
者からのプレゼンテーションの後，多少の質疑応答をし，今後の抱負を聴取すると
いう方法であった。原告のプレゼンテーションのレベルは高かったが，その業績が
１９７０年代から８０年代にかけての仕事の話が主であり，現在までのつながりが
伝わらない内容であったため，面接評価は５名の候補者中４位の評価であった。
　以上の総合評価の結果，原告は，５名の候補者中４位の評価であったため，最終
候補者として残ることはなかった。
（４）　平成１０年１１月１６日，ｈ教授退職に伴う第二病院脳神経外科部長（教
授）選考のための選考委員会は，各委員が推薦した５名の候補者から選考すること
とし，原告を含む４名がそれに応募した。選考委員会は，第二病院の脳神経外科部
長としての適格性について，研究実績，臨床実績，教育実績及び社会的評価という
４つの観点から選考し，脳神経外科部長という職務の内容から，臨床実績に重点を
置いた評価をすることとした。そして，そのもっとも高い評価を得た候補者を主任
教授会に推薦することとした。
　第二病院脳神経外科部長としてもっとも重点を置いて評価すべき臨床実績の評価
は，過去３年間の手術件数を健康保険の点数で換算して順位をつけた。その結果，
原告は，この評価が非常に低かった。原告は，研究実績は４名の候補者の中でも高
い評価を得たし，教育実績及び社会的評価とも高い評価を得たが，総合的に評価し
たところ，被告大学の第二病院脳神経外科のｉ助教授が最高点となり，原告は，選
から漏れる結果となった。
２　教授昇格差別に関する判断
　原告は，被告大学には，雇用契約に基づき，公正で平等な処遇をする義務を負
い，その結果として，被告大学には，原告を教授に昇格させる義務があると主張す
るので，この点について検討する。
　大学における学問の自由（憲法２３条）を保障するために，伝統的に大学の自治
が憲法上も認められていると解されるところ，その中にあっても，教員の人事にお
ける自治もその大学の自治の範囲にあるものといわなければならない。そして，学
校教育法５８条は，大学には教授を置く必要があり，教授は，学生を教育し，その



研究を指導し，又は研究に従事する旨を規定し，同法５９条は，大学には，重要な
事項を審議するため，教授会を設置しなければならないと規定する。その趣旨は，
憲法の保障する学問の自由を大学において実現するために，教授会を中心とした自
治を重視したものと解するのが相当である。そして，前記争いのない事実記載のと
おり，被告大学の学則等の諸規則は，これを受けて主任教授，教授の定員を定め，
教授等の選任についての主任教授会を中心とした手続を定めているのである。して
みると，被告大学においては，教授が大学における学問の自由を実現する上で重要
な地位にあることに鑑み，教授等の選任に関することは，大学の自治の一環とし
て，そして大学における学問の高度の専門性の要請から，主任教授会による高度の
裁量に委ねているものと解するのが相当である。
　しかしながら，もとより，教授会による高度の裁量権が認められるとしても，そ
の裁量権を行使するについて，濫用，逸脱と評価できる行為があれば，違法と評価
され，損害賠償の対象となるべきであるのは当然である。そこで，以下，原告の教
授昇格に関して，被告大学による裁量権の濫用，逸脱行為の有無について検討す
る。
　原告は，第１に，被告大学においては，３０歳代で助教授に就任した者は，途中
に個別事情により病院の医師となったわずかな例を除き，全員教授に昇格してお
り，その年齢は４６歳ころであると主張する。しかしながら，原告の主張は，３０
歳代で助教授に就任した者が一定年齢で教授に昇格する例が圧倒的に多いと主張す
るにとどまり，それが労働慣行として，労働者である助教授及び被告大学の規範意
識に支えられているとの主張がある訳ではない。むしろ，前記争いのない事実及び
認定事実によれば，主任教授及び第二病院の教授就任について，単に年齢のみで昇
格するという規範意識が被告大学内に存在しているとは到底考え難い。してみれ
ば，原告のこの主張によっても，被告大学の裁量権の濫用，逸脱に当たることを根
拠付けたとはいえないことは明らかである。
　第２に，原告は，ロッキード事件の際，原告と当時の被告大学脳神経外科主任教
授であったｂ教授との対立関係から，被告大学は，ことさらに原告を長期間にわた
り助教授の地位にとどめたものであると主張する。しかし，これを根拠付ける証拠
は，原告による供述（甲４５，９８，原告本人）のみであり（原告がｂ教授に嫌悪
された限度では，証人ｊもその趣旨の供述をする。），昭和５１年当時の主任教授
との対立関係から，約２４年の長きにわたる被告大学の一貫した意思により，こと
さらに不当な動機による教授昇格差別をしたことを窺わせる客観的証拠は存在しな
い。このような証拠関係から，裁量権の濫用，逸脱行為を認める余地はないといわ
なければならない。この点に関する原告の主張もまた，採用できない。
　第３に，原告は，定員の範囲内で，又は定員外にでも，主任教授による推薦によ
って教授昇格は可能であり，推薦による昇格をしなかったのが違法であるし，平成
９年以降の脳神経外科主任教授や第二病院教授の選考自体も不当に原告を低く評価
していると主張する。前記争いのない事実のとおり，被告大学において，主任教授
でない教授については，主任教授により主任教授会に推薦すれば主任教授会で審議
される旨の規程が存するところであるが，前記争いのない事実及び認定事実によれ
ば，原告は，被告大学の脳神経外科の主任教授の選考（昭和６３年，平成５年及び
平成９年～平成１０年）及び平成１０年からの第二病院の教授の選考（平成１０年
～平成１１年）以外に，教授になるための推薦を求めた形跡も，被告大学の側で原
告を推薦しようとした形跡も存しないこと，脳神経外科主任教授の選考及び第二病
院教授の選考において，主任教授会及び第二病院は，いずれもそれぞれの規程及び
内規に従って選考委員会を組織し，専門的な見地から多角的な検討内容に沿って客
観的な選考を行い，原告は，いずれも選考委員会における選に漏れたものであるこ
とという事実を認めることができるのであり，その過程に，被告大学の裁量権の濫
用，逸脱を認めさせる事情は存しないといわなければならない。原告は，これらの
選考委員会における選考は不公正であるし，不当に原告の能力を低く評価するもの
であると主張し，原告の書簡及び陳述書（甲５９，８８）には，それに沿う記載が
あるが，この記載内容のみから，各選考委員会による選考が被告大学，主任教授会
及び第二病院が有する裁量権の濫用，逸脱に該当することを根拠付けることはでき
ない。
　以上の検討によれば，教授昇格差別に関する原告の主張には理由がないという結
論になる。
３　嫌がらせないし退職強要行為の主張に関する認定事実
　証拠（甲１～５，４５，６１～６３，６６，８７，９４～９６，乙１２，１３，



１６，２６，２９，前記証人ｊ，同ｅ，原告本人，被告ａ本人）及び弁論の全趣旨
によれば，退職強要行為及び嫌がらせに関連する事実として，次の事実を認定する
ことができる。
（１）　被告ａは，平成１０年１０月２２日の被告大学の脳神経外科の職員会議に
おいて，「女子医大脳神経センター教室員の皆さんへ」と題する書面を配布した。
その中には，来年の４月にスタッフの大改造を考えていること，スタッフは定年ま
でとどまる必要はないこと，今後の教室のスタッフとしては，独特の技術を有して
いること，研究費を集めることができる人，手術成績の向上，維持に必須の能力を
持っている人，研究心が旺盛でインパクト・ファクターが高い人，人格が高邁であ
る人が求められていること，以上の要件に該当しない人は自分で自覚があることと
思うが，来年３月までに身の振り方を考えるべきであり，後進に道を譲るべきであ
ることが記載されている。
　原告は，この文書の対象となっているのは，自分のことであると認識し，退職強
要が実行段階に入ったなと感じた。
（２）　被告ａは，自分が被告大学の中で，もし仮に原告と同じ立場にいたとすれ
ば，被告ａが主任教授に就任した平成１０年の段階で，１年以内に身を引いて被告
大学を退職するのが当然であるという認識であった。また，原告は，被告ａにとっ
て，東京大学医学部の１年先輩であり，歳も１つしか違わないため，もし仮に原告
が定年まで被告大学にとどまることになれば，一緒に仕事をしていくのはかなりつ
らいという思いを持っていた。
（３）　平成１０年１２月１５日，東京都港区＜以下略＞のα記念館において被告
大学の脳神経外科医局忘年会が行われた。この忘年会は，被告大学の脳神経外科の
職員，看護婦，かつて在職していた者，事務職員等が出席するものであった。その
際，被告ａは，出席者に「教職員・同門の諸先生」と題する書面を配布した。その
内容は，スタッフの中には，学会にも出席せず，研究もせず，手術症例もほとんど
ないお荷物的存在の者がおり，若いスタッフと交換する必要があることが記載さ
れ，「死に体でこれ以上教室に残り生き恥をさらすより，自分にふさわしい場を見
つけて生きていただくことの方が」良いので，その英断を願うという内容の記載が
あった。
　この文書を見た原告は，この文書の対象者は自分であると感じた。また，ｅ学長
は，この文書の対象者は原告であると察し，被告ａに対し，後日，このような文書
を出すのは適当でないと注意した。現在，被告大学の第二病院の脳神経外科教授で
あるｊも，この文書を読んで，ここで退職するように言われているのは原告である
と思った。
　そして，開宴した忘年会の冒頭において，被告ａは所信表明のような内容の挨拶
をし，被告ａの原告に対する前述の思いを表すような，原告が被告大学を退職する
のが当然であるという趣旨の発言があった。
（４）　平成１０年１２月１７日，被告大学の脳神経センター医局室における定例
の職員会議が開催され，医局のメンバー等が出席していた。被告ａは，原告に対
し，原告の症例の説明が間違っており，誤った説明をしないように言った。する
と，被告ａと原告とは，その席上で，原告の通常の勤務ぶり等や被告ａの個人攻撃
も含めた口論となった。被告ａは，原告に対し，原告が出勤をしないで執筆活動を
したり，手術件数が少ないことを批判し，２３年間も助教授をして教授にもなれな
いのはだめである，早期に辞職すべきであるという趣旨の発言，助教授から降格し
て助手としようかという趣旨の発言をした。原告は，被告ａに対して，被告ａが被
告大学の脳神経外科教室を日本一の教室にしようと言うのはお笑いぐさであるとい
う趣旨の発言や，被告ａは昔から怒りっぽくて危険な性格であるという趣旨の発言
をした。
　原告から，被告ａの行状の報告を受けたｅ学長は，被告ａを呼んで事実関係を確
かめたところ，被告ａは，売り言葉に買い言葉で口論になったという説明をした。
（５）　原告は，上記被告ａの行動に関して，被告ａ及び被告大学に対する訴訟を
提起することを決意し，平成１０年１２月２８日，ｋ弁護士に相談をした。ｋ弁護
士は，そのような訴訟を起こせば，原告は被告大学をやめなければならなくなるだ
ろうという意見を言った。原告は，第二病院の教授に就任できなければ，退職する
ことになるという記載のある同弁護士宛の書簡を送った。そして，平成１１年１月
１４日，被告ａとの間で，上記（１）（３）（４）の各行動に関する会話をした。
この会話の中で，原告は，被告ａから侮辱を受けると自分の医師としての立場や生
活権が脅かされるのであり，自分の立場を守るための代理人がいるという趣旨の発



言をし，被告ａは，原告が自分を名誉毀損等で訴えるのであれば，それを止めるこ
とはしないが，自分が原告の立場であれば，主任教授選考の結果が出た段階で辞職
するのであり，今後，原告が定年まで一緒に仕事をするのはお互いにやりにくいと
いう趣旨の発言をした。そして，この会話を最後に，被告ａと原告とは，口をきか
ない関係となった。
（６）　原告は，昭和５５年から労働省東京労働基準局の地方労災医員，労災保険
診療費審査委員を兼務していたが，平成１１年４月の任期満了に伴い，東京労働基
準局は，被告大学宛に再委嘱を依頼した。被告ａは，原告が助教授としての職責を
果たしていないので，外部の公務に就任する時間があるのなら，助教授の職責を全
うすべきであるという考えから，上記再委嘱依頼を不許可とした。そこで，被告大
学は，同月２２日，東京労働基準局に対し，所属長不許可のため委嘱の承諾ができ
ないとの回答をした。上記過程で，被告ａは，原告に対し，全く相談をしなかっ
た。ｅ学長は，事務局を通じて被告ａに対して，これを書き直すように指示し，被
告大学は，すぐにこれを撤回して再委嘱を許可し，原告は上記公務について再委嘱
を受けた。
（７）　平成１１年８月２２日に行われた医局会議において，限られたスペースを
有効かつ効率的にするために，脳神経外科の教室の全面的な改造，改装工事を行う
ことを決定した。原告は，それまで，一定スペースの専用助教授室を有していた
が，改造の結果，専用の部屋がなくなった。
（８）　被告ａは，原告が作成した試験問題が不適切な設問が含まれており，不正
確な内容を学生に教えるのは適当でないと判断した。その結果，被告ａは，それま
で原告が被告大学において担当していた脊髄疾患及び神経系外傷の３コマの講義に
ついて，平成１２年度からその担当をはずした。なお，原告は，ｆ教授の判断によ
り，同年度から，それまで原告が担当していた頭痛，てんかんの２コマの講義担当
からはずされている。
（９）　原告は，平成１２年４月３日，被告大学のｅ学長に対して，退職の理由を
職場ハラスメントのためと記載して退職届を提出したところ，ｅ学長は，これを慰
留した。原告は，退職を認めないのは人権問題であり，退職する必要性があると告
げた。また，ｅ学長は，同月２９日，原告に電話をして，６０歳まで勤務すれば企
業年金が支給される，次の就職先が決まっていても兼任しても差し支えないと説明
した。また，そのころ，被告大学のｇ専務理事も慰留したし，ｆ教授は，大学名は
伏せたものの他大学の教授ポストの推薦し，被告大学の客員教授として診療が続け
られるようにすると伝えて慰留をした。しかし，原告は辞職の意思が決まっている
として，辞職をした。
４　被告ａによる名誉毀損及び退職勧奨行為について
　前記認定事実のとおり，被告ａは，平成１０年１０月２２日の脳神経外科の職員
会議における書面配布により，原告を名指ししないものの，研究費を集めることが
できる人等の要件に該当しないスタッフは，定年までとどまる必要はなく，退職を
すべきであると記載することにより，原告自身が自らのことを指していると認識で
きるような態様の文書を配布した。さらに，被告ａは，同年１２月１５目の忘年会
における配布文書において，やはり原告の名指しは避けたものの，原告はもちろ
ん，ｅ学長やｊ教授にも対象者は原告であると認識できる内容の退職勧奨文書を配
布し，同内容の挨拶を多くの被告大学脳神経外科関係者の前で行った。その内容
は，スタッフの中には，学会にも出席せず，研究もせず，手術症例もほとんどない
お荷物的存在がいること，死に体でこれ以上教室に残り生き恥をさらすというよう
な侮辱的な表現を用いたものであった。さらに，同月１７日の被告大学脳神経セン
ター医局室における被告ａと原告との口論の中で，医局メンバー等衆人環視の下
で，原告に対し，勤務ぶりをなじったり，２３年間も助教授をして教授にもなれな
いのはだめであるという趣旨の発言をして早期に辞職すべきであるという趣旨の発
言をしたものである。
　被告ａは，上記文書及び挨拶は，原告のみを指したものではなく，医局の他のス
タッフも対象者であると供述する（乙２９，被告ａ本人）が，前記認定のとおり，
忘年会で配布した文書については，原告のみらず，ｅ学長やｊ教授もこの文書の該
当者は原告であると認識したのであるし，前記認定事実のとおり，被告ａは原告が
定年まで勤務すれば，お互いにかなりつらい立場になるので，早く退職してほしい
という心情を有していたことに照らせば，これらは原告を対象とした文書であり，
被告ａは，原告及び関係者にそう認識されることを承知した上で上記行動をとった
ものと認めるのが相当である。



　被告ａは，被告大学の脳神経外科の主任教授であり，原告は同教室の助教授であ
るから，被告ａが，原告の勤務ぶりについて問題点を指摘し，指揮監督を行うこと
自体は，違法行為であるとはいえないし，上司として，その組織のために部下の退
職勧奨をすることも，それ自体としては許容され得るといわなければならない。し
かし，本件認定の被告ａの行為は，古くからの知己も含む衆人環視の下で，誰にで
も認識できるような状況下で，ことさらに侮辱的な表現を用いて原告の名誉を毀損
する態様の行為であって，許容される限界を逸脱したものである。また，同月１７
日の被告大学脳神経センター医局室における被告ａと原告とのやり取りは，前記認
定事実のとおり，売り言葉に買い言葉の口論の中で，相互の攻撃も含むものであっ
たと認められるが，被告ａは，原告にとって上司の立場にあることを考えれば，助
教授からの降格をにおわせたり，ことさらに名誉を毀損する態様の行動は違法な行
為であると評価せざるを得ない。そして，以上の被告ａの行為は，原告に対して精
神的苦痛を与えるだけでなく，原告の医師としての，又は教育者としての評価を下
げ得るものであって，多大な損害を与え得る違法性の高い行為である。そこで，以
上の行為について，被告ａは，原告に対し，不法行為による損害賠償義務を負うと
いう結論になる。
　被告ａの行為による被告大学の民法７１５条の責任について検討する。同条の責
任は，被用者の当該行為が外観上職務執行と同一な外形を有する行為であるか又は
事業の執行行為を契機とし，これと密接な関連を有すると認められる行為である場
合には，事業の執行につき第三者に損害を加えたものと解するのが相当である。そ
うすると，被告ａの行為を見れば，原告の上司として，部下である原告の行為の問
題点を指摘して指導監督し，脳神経外科教室のために原告の退職を勧奨するもので
あるから，少なくともその外観上，職務執行と同一な外形を有する行為であるとい
わなければならない。したがって，被告大学は，被告ａの行為について，民法７１
５条により，被告ａと連帯して損害賠償責任を負う立場になる。
５　上記以外の被告大学及び被告ａの行為について
　原告は，第２の２の（１）（原告の主張）のア～ツの各行為は，ロッキード事件
の際に当時のｂ主任教授が原告を嫌悪したことに端を発して，主任教授が交替しつ
つも，原告に対して退職強要をする目的で様々な行為が行われてきたものであるか
ら，被告大学は，これらの一連の行為による職場環境調整義務違反の債務不履行責
任を負うと主張する。しかしながら，この主張する事実を根拠付ける証拠は，原告
の供述（甲４５，９８，原告本人）のみである。これだけの証拠から２４年間にわ
たる歴代の主任教授による原告の退職強要を目的とする行為が行われたという事実
を認めることはできない。してみれば，原告の主張する債務不履行責任を認めるだ
けの根拠を欠くといわなければならない。
　次に，原告の主張する不法行為責任の成否を検討する。被告らは，本件口頭弁論
期日において消滅時効を援用しているから，原告の本件訴訟提起日である平成１２
年１２月２５日から３年間遡ったその他の事実につき，被告らの責任を認める余地
があるかを検討する。
　第１に，原告は，平成１１年４月に，東京労働基準局からの公務の再委嘱を被告
ａが拒絶したことを不法行為と主張するが，被告大学又は被告ａが再委嘱を許可し
なければならない法的義務の存在に関する原告の主張を欠いているばかりか，前記
認定事実のとおり，最終的には，不許可を撤回して原告は再委嘱されたのであるか
ら，これを不法行為と評価することはできない。
　第２に，原告は，平成１１年８月，被告ａが原告の助教授室を取り壊させたこと
を不法行為であると主張するが，前記認定事実のとおり，これは医局全体の改造を
施したものであって，結果として原告のそれまでの執務環境を変えることになるも
のの，ことさらに原告に対する嫌がらせの意図に出たとの客観的な証明も乏しい以
上，原告の主張は採用することができない。
　第３に，原告は，平成１２年２月，第二病院脳神経外科部長選考の応募を拒絶し
たことを不法行為と主張するが，前記判断のとおり，被告大学の裁量権の範囲内
で，選考委員会による選考を行い，原告はその選に漏れたものであるから，これを
不法行為と評価することはできない。
　第４に，原告は，被告ａにより，平成１２年度の講義の担当をはずされたことが
違法行為であると主張する。被告ａは，被告大学における脳神経外科主任教授とし
て，学生の教育に責任を持つ立場であるところ，前記認定事実のとおり，原告の出
題した試験問題が不適切であると判断して，講義の割当てから除外した行為は，被
告ａの有する権限と責任の範囲内の行為であると評価することができる。また，同



年度に，原告を講義の担当からはずしたのは，被告ａだけでなく，ｆ教授も同様の
措置を執っていることに鑑みれば，この行為が被告ａによる濫用的行為であると評
価するだけの根拠は乏しい。したがって，この点に関する原告の主張もまた，採用
することができない。
　第５に，原告は，被告大学脳神経外科外来の患者待合室に掲示されている外来担
当医師一覧表示板から，原告の名札が取り去られたこと，被告の保管するパソコン
用の印刷機にのりのようなものが入れられたことという嫌がらせ的行為があったこ
とを被告大学の責任であると主張するが，誰がどのような動機で行ったかが明らか
でないこれらの行為から，直ちに被告大学の不法行為ないし債務不履行責任を肯定
することは困難である。
　なお，原告は，平成１０年の日本定位・機能神経外科学会の第２７回大会におい
て，原告は会長職から外され，ｅ教授が会長となったことも不法行為として主張す
るが，被告の主張するこの事実から何故に被告大学に法的責任が生じるのか，理解
し難い主張であるといわなければならない。
　以上に検討した事実に関しては，原告の債務不履行又は不法行為の主張は，いず
れも採用することができない。
６　損害
　前記判断のとおり，原告は，被告ａによる名誉毀損的行為から著しい精神的苦痛
を受け，医師及び教育者としての社会的評価に影響を与え得る不法行為を受けたも
のということができる。してみると，この行為による原告の精神的苦痛を慰謝する
損害賠償額は，少なくとも４００万円を下らないと考えるのが相当である。そし
て，弁論の全趣旨によれば，原告は，原告代理人らに本件訴訟の訴訟追行を委任し
たのであり，弁護士費用としての５０万円は，本件不法行為と相当因果関係のある
損害であると認めるのが相当である。したがって，４５０万円について，被告らは
連帯して賠償義務を負う。
　次に，原告は，被告ａの行為により強制的に退職させられたと主張して，満６０
歳以降も勤務していれば得られた企業年金，定年まで勤務していた場合の退職金及
び定年までの得べかりし給与額を損害であると主張する。これらの損害が被告ａの
行為と相当因果関係のあるという原告の主張自体が成立するか，疑問なしとしない
が，仮にその点を措くとしても，前記認定事実及び原告の供述（甲４５，原告本
人）によれば，原告が退職を決意するについては，被告ａの前記不法行為のみなら
ず，不法行為とはいえない助教授室が使用できなくなったことや第二病院の教授選
考に漏れたこと等による影響が大きいし，原告は，被告ａによる違法行為を受けて
から１年以上経過してから退職届を提出しており，しかも，退職届を提出した後に
も，ｅ学長，ｆ教授及びｇ専務理事から，企業年金の受給の点も含めた説明と慰留
を受けながら，退職を翻意しなかったことに照らせば，原告の主張する不法行為と
得べかりし企業年金，退職金及び給与額との因果関係の立証が十分であるとはいえ
ない。したがって，原告のこれらの損害賠償請求は理由がないことになる。
第４　結論
　以上の次第であるから，原告の被告らに対する請求は，４５０万円及び各遅延損
害金の限度で理由があるからこれを認容し，原告のその余の請求はいずれも理由が
ないから棄却し，主文のとおり判決する。
東京地方裁判所民事第１９部
裁判官　渡邉弘


